





もとで 地主 小作 制度と呼ばれる特殊な農業制度が移植された。したがって、この場
合の農業制度改革の中心は、宗主国によって持ち込まれた 地主 小作 制度の解体（
自作農創設）を中心とした土地制度改革に置かれることになる。
だが、本稿で取り上げるラオスの場合、東アジアの多くの国が経験した植民地支配下で









ム とは決定的な違いがある。当時のベトナムの工業化は、 ドップ マハラノビス・モ
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年代にタイ政府によって第 次 か年計画（ 年）に盛り込まれた農村開発と農業関連産

































しかも、 水田稲作地帯 での 農業集団化 も、結局当初の目的を達成することはで
きなかった。すなわち、 年代末には、急激な社会主義化が国民生活に悪影響を及ぼし
ていることが認識されるようになり、 年 月、党中央委員会は 生産期途中での集団
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化による農民の動員、農業合作社建設を即座に中止する 指示を出したのである（山田





た 地主 小作 制度に長年支配されたこともなく、中国や北ベトナムで行われた 地主
小作 制度の解体 農業集団化という道筋も経験してはいない ）。ラオス農業の大部分












のわずか ％）の ％が稲作に向けられており、残りの ％は、トウモロコシ
（ ％）、キャッサバ（ ％）、ゴマ（ ％）、落花生（ ％）、サトウキビ
（ ％）、タバコ（ ％）、その他 野菜類、豆類、綿花、コーヒー、茶などの栽培に向
けられている（ ［ ］）。
したがって、本稿でのラオス農業の分析は、主として稲作農業に置かれることになる。
稲作はさらに、統計上、雨期（ 月 月）の 天水稲作 と乾季（ 月 月）の 灌






急ぐことになった。こうして、 年から始められた 大躍進 路線では、 人民公社 と呼ばれる農
業の完全な集団化が一気に進められることとなった。この点について当時を中国で経験した凌［ ］




国で 県に区分されており、それらは通常大きく、 北部地域 、 中部地域 、 南部地
域 に分類されている。 北部地域 （全国の人口比 ％、国土面積比 ％）には、ポンサ
リー県（人口 万人 年国勢調査）、ルアンナムター県（ 万人）、ウドムサイ県
（ 万人）、ボーケオ県（ 万人）、ルアンパバーン県（ 万人）、ファパン県
（ 万人）、サイニャブリー県（ 万人）の 行政区が、 中部地域 （人口比 ％、
面積比 ％）には、首都ビエンチャン（ 万人）、シェンクワン県（ 万人）、ビエン
チャン県（ 万人））、サイソムプーン県（ 万人））、ボリカムサイ県（ 万人）、











北 部 地 域
ボ ン サ リ ー 県
ルアンナムター県
ウ ド ム サ イ 県
ボ ー ケ オ 県
ルアンパパーン県
フ ァ パ ン 県
サイニャブリー県
中 部 地 域
首都ビエンチャン
シ ェ ン ク ワ ン 県
ビ エ ン チ ャ ン 県
サイソムプーン県
ボ リ カ ム サ イ 県
カ ム ム ア ン 県
サ ワ ナ ケ ー ト 県
南 部 地 域
サ ラ ワ ン 県
セ コ ー ン 県
チャンパサック県




口比 ％、面積比 ％）には、サラワン県（ 万人）、セコーン県（ 万人）、チャン







事上の理由から、 年から 年までは国防省が統治する特別区であったが、特別区は 年に廃止
され、所属していた 群 は周辺の 県 に分割して編入れた。その後、 年 月に新たに 県 と








（ ）であり、作付面積は ％、生産高は ％である。高地稲作は、さら
に、 定地耕作 （ ％）、 輪転耕作 （






写真 高地民族の焼き畑農業（斜面に建つのは作業小屋 ウドムサイ県で 年 月撮影）
含まれる。これら 県で全国のコメ生産量の ％を占めている。なかでもサワナケート






値 トン（ 年）、二期作、三期作が可能なベトナムの稲作（ 年）には及
ばないが、マレーシア（ 年）、インド（ 年）、タイ（ 年）


































































自給農業を基盤とした分散型社会 を基本的特徴とするラオス社会は、 年の チ
ンタナカーン・マイ への転換以降も、基本的には大きな変化は見られなかった。しかし
ながら、ラオスの 加盟（ 年）を契機として 年代に入って以降、とくに
への加盟（ 年）以降、ラオス農業は注目すべき変化を見せている。その最大の
変化は、全国的規模での農業の市場経済化（商品作物の生産拡大と輸出向け農産物の拡
大）と オーガニック農業への取り組み であろう ）。
表 地域別に見た灌漑面積（単位 ）
年 年 年
雨期 乾季 合計 雨期 乾季 合計 雨期 乾季 合計
北 部 地 域
ボ ン サ リ ー 県
ルアンナムター県
ウ ド ム サ イ 県
ボ ー ケ オ 県
ルアンパパーン県
フ ァ パ ン 県
サイニャブリー県





カ ム ム ア ン 県
サワーナケット県
サイソムプーン県 ─ ─ ─ ─
南 部 地 域
サ ラ ワ ン 県
セ コ ー ン 県
チャンパサック県


















けのこ の種類の豊富さで知られているが、新鮮な たけのこ が年間を通じて売られて











































































ポ ン サ リ ー
ルアンナムター
ウ ド ム サ イ
ボ ー ケ オ
ルアンパバーン




ビ エ ン チ ャ ン
シ ェ ン ク ワ ン
ボ リ カ ム サ イ
カ ム ム ア ン
サワンナケート
南 部
サ ラ ワ ン
セ コ ー ン
チャンパーサック
ア ッ タ プ ー
総 計























（ 大阪市の面積の二倍強）にたいして、ユーカリやアカシアを年間約 ヘクタールずつ 年
間にわたって植林し、将来的に年間約 万 （ 乾燥重量）のチップを供給する予
定であった（王子ホールディングス株式会社［ ］）。
）ラオス最大のコーヒーメーカのダオ社では、自社農園での有機栽培によるコーヒー豆（アラビカ種）












大メコン圏開発 （ プログラム）の一環として取り組まれてきた東南アジアの 経
済回廊 がすでに動き始めている。 三大経済回廊 の一つであるタイのバンコクからラ
オスを抜けてベトナム中部に至る 東西経済回廊 も、すでに整備され、ラオスから隣国
タイ、ベトナムへのアクセスは格段と改善されている（坂田・内山［ ］）。この 東西







［ ］）、 型工業化 という新しい開発戦略への転換については未だコンセンサ
スが得られていない点である。
たしかに、ラオス農林省が 年 月に発表した 年に向けた農業発展戦略および
年ビジョン （
）と題する報告書では、 食糧安全保障の強化 、 比較優位と競争力をもった農産物
の生産 、 クリーンで安全かつ持続可能な農業の発展 を目指すと同時に、 国民経済の
基礎となるような農村の発展と連動した活力ある生産的な近代的農業経済への段階的移
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ク農業 の普及はいうまでもなく、 （ 、 ）認証の取得は























んで タイ へのシフトが叫ばれており、 東西経済回廊 を利用したラオス国内で
の 経済特区 （ ）建設が進められている。
すでに、タイとベトナム中部を結ぶ 東西経済回廊 沿いには、 ターケーク と
プーキアオ および サワン・セノ が造成されており、低賃金を利用した
外資依存型の工業化が期待されている。しかし現状では、これらの 経済特区 はいずれ
も、ラオス政府が期待したほどの効果はもたらしていない。その最大の理由は、言うまで
もなく外国企業にとっての 人口小国 としての将来への不安である ）。ラオスは、けし














さらに、中国政府は 一帯一路 の一環として、 年開業を目指して 中国・ラオス
鉄道 （昆明 ビエンチャン間）の建設を急ピッチで進めている。 年 月に現地を視
察した際、すでにビエンチャン郊外でも高架軌道橋が建設されていたのを目の当たりにし
て、あまりの速さに驚きを隠せなかった（写真 ， ， ）。この鉄道は、ラオス国内区












か、巨大な複合施設として タートルアン経済特区 （ ）を建設


















































































（ ）が承認されており、全国では か所の 経済特区 が承認されている。
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